特別司法警察職員の権限行使　―海上保安官の法執行権限についての検討― by 檀上 弘文
Ⅰ. はじめに
我が国は､ 領土面積が約 38 万 km2 (世界第 61 位) であるのに対して､
領海及び排他的経済水域の面積が約 447 万 km2 であり､ これは領土面積
の約 12 倍､ 世界第 6位の広さである1｡ また､ 我が国の海岸線の長さは約
3万 5,000 km余りに及ぶ2｡
我が国は､ 四方を海に囲まれており､ その海は海上輸送の重要な交通路
である｡ 他方で､ 我が国にとって海は国境であり､ テロ・密輸・密航・密
漁等､ 多種多様な犯罪が行われる可能性のある場所ともなり得る｡
このような広大な海域における､ 様々な任務を担うのが､ 海のスペシャ
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ある｡ なお､ 海上保安官の任務・所掌事務等､ その法執行権限の直接の根
拠法令である海上保安庁法は平成 24 年に改正が行われており､ 一定の場
合には海上保安官が臨時的に陸上での犯罪に対処することが可能となる等､






海上保安官 (以下､ ｢海上保安官｣ と記述する場合には､ 原則として､
｢海上保安官補｣ を含む｡) の法的地位や捜査権限を検討する前に､ その根
拠となる重要法令である刑事訴訟法 (以下､ ｢刑訴法｣ という｡) の場所的
適用範囲について検討を行う｡ 現行刑訴法は､ 裁判所の土地管轄について､
｢犯罪地又は被告人の住所､ 居所､ 若しくは現在地よる｡｣ と規定し (2 条
191 ( 6 )
1 項)､ ｢国外に在る日本船舶内で犯した罪については､ 前項に規定する地
の外､ その船舶の船籍の所在地又は犯罪後その船舶の寄泊した地による｡｣
と規定している (同条 2項) が､ その場所的適用範囲については明文規定










学説上は､ 刑訴法の場所的適用範囲について､ ｢限定説｣ と ｢外国主権
制限説｣ とが対立している｡ ｢限定説｣ は､ 属地主義に基づいて､ 刑訴法
の場所的適用範囲は原則として我が国領域内に限定されるが､ 当該外国の
承認があれば､ その部分のみ例外的に適用範囲が当該外国にも拡張される､
と解する｡ 他方､ ｢外国主権制限説｣ は､ 我が国刑法が国外犯処罰規定を






勤務していた被告人が､ 2 回にわたり､ ソ連人ラストボロフに対して､ 職
務上知ることのできた秘密である在ソ連大使発外務大臣あての報告書及び
電信報告書の各写しを交付して閲覧させたというものである｡ 東京地検は､
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被告人に対して国家公務員法違反 (秘密漏洩) の嫌疑で捜査を進め､ 検察
官を渡米させてラストボロフを取り調べることにつき､ 外務省を通じてア
メリカ合衆国政府の同意を取り付けた上で､ 検察官を同国に派遣して同国












本判決は､ ｢捜査は､ 任意捜査であると強制捜査であるとを問わず､ 刑
事訴訟法上の行為であるから､ 刑事訴訟法の適用がない地域においてはこ
れを行うことができない｡ 元来刑事訴訟法は原則としてわが国の領土全部














人尋問調書が刑訴法 321 条 1 項 3 号書面に該当するかが争点となった｡
本決定は､ ｢刑事訴訟法は､ 刑罰法令の適正な実現のため実体的真実の
発見を重要な目的とし (刑訴法 1 条)､ この実体的真実は訴追側・防御側
いずれのためにも追及されなければならない｡ しかして事実認定は証拠に
よるべく (同法 317 条)､ そのため､ 捜査及び公判の過程で各種の証拠を
強制的に収集して事実の認定に供する方法が多く規定されているが､ その
証拠は､ 具体的事件の具体的事情如何によっては世界各地に散在する可能
性があり (刑法 2､ 3､ 4 条の国外犯については当然そのことが想定され､
国内犯についても現在の交通機関発達の状況を考えれば十分に予想される
ところである)､ わが刑事訴訟法の適用が日本国領土外においては外国主









なお､ 捜査対象者に義務を生じさせない活動 (任意処分) に関する規定
と､ 捜査対象者に義務を課すこと (強制処分) に関する規定とを区別して､
前者については我が国領域外でも刑訴法の効力が及ぶが､ 後者については､
原則として､ 我が国領域外には及ばないとし､ ①現地国の承認があった場















る｡ しかしながら､ そのことが､ 刑訴法の適用範囲について､ 限定説また
は外国主権制限説のいずれの立場が妥当であるかについて､ 決定的な要素










ないということになり､ 外国主権制限説の立場によれば､ 公海上は､ 我が




































は､ 同法 2条に規定する ｢海上｣ について地理的限定がなく､ また､ 国際
法上､ 立法管轄権の範囲について基本的に制限はないと解されていること
から､ 我が国領海外においても､ その適用が排除されるものではなく､ 広
く海上全般に及ぶと考えてよいと思われる｡ ただし､ 我が国には､ いわゆ
る国境が海上にしか存在せず､ 海上保安官が職務を執行する場所は主とし
て海上であるため､ その活動においては､ 常に国際法を意識していなけれ
ばならず､ 内水・領海､ 接続水域､ 排他的経済水域及び公海といった海域
ごとに､ また､ 対象船舶の国籍等に応じた適切な権限行使が求められてい
る｡ 庁法の適用範囲､ すなわち､ 庁法に基づく海上保安官の法執行措置に
ついては､ 海難救助､ 任意の調査・協力等の非権力的措置については､ 海
域及び対象船舶の国籍等に関わらず､ 海上保安官は庁法に基づく措置を執
行することができる｡ 他方､ 強制的な停船・立入検査､ 犯罪捜査､ 犯人の
逮捕､ 財産の押収等の強制力を伴う措置については､ 対象船舶の国籍等､




能である｡ これに対して､ 対象船舶が外国船舶の場合は事情が異なる｡ 外
国船舶のうち､ 対象船舶が外国軍艦または外国政府公船の場合には､ これ




領海18､ 接続水域19､ 排他的経済水域20､ 公海のいずれかによって執行可能











保安官は､ 接続水域において､ 外国船舶に対して､ 通関､ 財政､ 出入国管
理､ 衛生上の法令違反の防止又は処罰に関して､ 国内法の範囲内で､ 強制
力を伴う措置を執行することができる｡ 排他的経済水域は､ これも領海外
であるため､ 原則として沿岸国の管轄権は及ばないが､ 沿岸国は天然資源
の探査､ 開発､ 保存及び管理等､ 人工島､ 施設及び構築物の設置及び利用､
海洋の科学的調査並びに海洋環境の保護及び保全に関する主権的権利・管
轄権を有する25ため､ 海上保安官は､ 排他的経済水域において､ 外国船舶
に対して､ 上記の特定事項に関して､ 国内法の範囲で､ 強制力を伴う措置
の執行が可能である｡ 公海上においては､ 前述のように､ 基本的には旗国
主義の原則の下､ 旗国のみが管轄権を行使し得るため､ 海上保安官は､ 外
国船舶に対し強制力の行使を伴う措置を執行することはできない｡ 例外的
に､ 司法共助・捜査共助に関する取り決め等､ 旗国との間に特別の条約が













刑訴法 189 条 1 項は､ 国家公安委員会若しくは都道府県公安委員会の定
めるところにより､ 司法警察職員としての職務を行う者として､ 警察法
(昭和 29 年法律 162 号) に規定する警察官を､ いわゆる一般司法警察職員








的には､ 明治 23 年刑事訴訟法以来採用され､ 次第に多くの機関において
その職務を行う者として採用されてきた｡ 特別司法警察職員には､ 司法警
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察職員等指定応急措置法 (昭和 23 年法律 234 号) 1 条による ｢司法警察
官吏及び司法警察官吏ノ職務ヲ行フヘキ者ノ指定ニ関スル件｣ (大正 12 年
勅令 528 号) の定めによるものと､ 別の法律に基づくものとがある31｡
海上保安官については､ 庁法 31 条において､ ｢海上保安官及び海上保安
官補は､ 海上における犯罪について､ 海上保安庁長官の定めるところによ
り､ 刑事訴訟法 (昭和 23 年法律 131 号) の規定による司法警察職員とし
て職務を行う｡｣ と規定されている｡









(昭和 24 年 8 月 31 日海上保安庁告示 33 条))｡ 刑事訴訟法上は､ 司法警察
員と司法巡査には権限上の差異があり､ 捜査手続上これを遵守する必要が
あることから､ このような指定がなされている｡
このように､ 刑訴法上は､ 司法警察職員に関して､ 一般司法警察職員と
特別司法警察職員との区別がなされており､ 特別司法警察職員の場合には､
その捜査権限が ｢特別の事項｣ に限定されていたり､ または ｢場所的に限
定｣ されていたりしており､ さらには ｢権限行使の方法が限定｣ されてい
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職員は､ まず､ 一定の業務を所管する組織に所属する職員の中から､ 特に
選任されるという形態のものであること､ 次に､ 捜査権の及ぶ事物 (犯罪)
が特別法関係であり､ その本来の職務と密接な関連があるため､ その職務
上の知識を捜査に利用する便宜があるから捜査権を付与したものであると
いうこと､ さらには､ 海上保安官の場合は､ 捜査そのものが本来の職務と
なっていることが挙げられる32｡ 警察官の場合は､ 警察法 2条 1項により､
犯罪の捜査がその責務とされているが､ それと同様に､ 海上保安官の場合
には､ 庁法 1 条 1 項により､ ｢海上における｣ 捜査 (警察) 機関であるこ
とが規定され､ 同法 2条 1項により､ そのことがより具体的に規定されて
いる｡ ただ､ 刑訴法上はその規定の仕方が､ 警察官の場合は 189 条 1 項で





















海上保安庁法 2 条 1 項､ 同法 7 条 9 号､ 同法 31 条及び海上保安庁組織
規程34 (昭和 27 年 9 月 1 日運輸省令 74 号) 11 条 3 号35の諸規定について､

















なお､ 本判決は､ ｢海上における犯罪｣､ すなわち ｢海上犯罪｣ とは､ 犯
罪の場所が海上である犯罪のことである､ として､ 行為､ 中間現象､ 結果
の場所が犯罪の場所であると解されているから海上で着手した犯罪 (予備､
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陰謀を罰する場合は予備､ 陰謀を含む) 又は中間現象及び結果のいずれか
が海上で発生した犯罪が海上犯罪であると判示する｡





んだ』 海上犯罪といえ｣ る｡ したがって､ 海上保安官は犯人を逮捕できる
のみならず､ これに対して捜査権があるといえる｡ さらに､ ｢陸上で発生
した犯罪について指名手配があった事件の被疑者が海上で発見された場合





職員からの協力依頼が必要であるということとなる｡ この点は､ 捜査 (犯
人逮捕) の効率性・迅速性の観点から見て､ 疑問のあるところといえよう｡
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 大阪高判昭和 60 年 7 月 18 日判例タイムズ 569 号 90 頁36
神戸海上保安部司法警察員海上保安官 (以下､ ｢海上保安官｣ という｡)
は､ かねて から覚せい剤事犯の容疑で着目していた S を桟橋に繋留中
の客船の客室内で､ 覚せい剤の不法所持により現行犯逮捕するとともに取
り調べたところ､ 本件被告人から買い受けた旨の供述を得たため､ 被告人
の S に対する覚せい剤譲渡の被疑事実 (陸上における譲渡) で神戸地方
裁判所裁判官の発する逮捕状を得た上､ 被告人を逮捕したが､ その際､ 同
行していた被告人の内妻を事情聴取し､ その内妻からの案内を受け､ ホテ
ルに赴いて同ホテルの客室に隠匿されていたポリ袋入りの覚せい剤 12 袋
について任意提出を受け､ 直ちに領置して､ 鑑定嘱託を行った上で､ 同 12
袋の所持の被疑事実 (陸上における所持) についても取調べを行った｡ そ
の後､ この所持の被疑事実について取調べを行うについては､ 捜査権限に
疑問があるとして､ 麻薬取締官に捜査が引き継がれた｡ 他方､ 前記譲渡の





他方､ 所持の被疑事実について､ 麻薬取締官は､ 逮捕状の発付を受け､
通常逮捕したが､ 捜査権限のない海上保安官の捜査によって得られた証拠
に基づく逮捕が違法とされる余地があるととして､ 検察官は即日被告人を










本判決によると､ ｢海上保安官の捜査権限については､ 海上保安庁法 2
条 1 項､ 海上保安庁組織規程 11 条 3 号 (現行海上保安庁組織規則 18 条 3
号)､ 海上保安庁犯罪捜査規範37 2 条 8 号 (現行海上保安庁犯罪捜査規範 2





題とされる｡ …本権捜査は､ S の船舶内における覚せい剤所持の被疑事実
についての捜査が端緒となり､ その入手先の捜査から右 S に対する譲渡
人としての被告人が判明し､ 右譲渡の事実のほかに本件覚せい剤所持の事




なしとしない｡ …海上犯罪に 『及んだ』 譲受事実と広義の共犯 (対向犯)
関係に立つ譲渡事実についても捜査権があるとする見解､ あるいは､ 右 S
の所持する覚せい剤は､ S の被告人からの譲受け犯罪の結果 (『及んだ』
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うなことにもなり､ 必要以上にその権限が拡大されることになりかねない
こと､ 更には､ 右譲渡事実を海上保安官において直接犯罪事実として捜査














本判決は､ 海上犯罪の意義につき､ 海上保安庁犯罪捜査規範 2 条 8 号
(現 9 号) の規定を引用しつつも､ 被告人の覚せい剤譲渡及び所持の事実
については､ 海上保安官の捜査権限を否定した｡
本判決では､ S の船舶内における覚せい剤所持の被疑事実についてはこ
れを海上犯罪と認め､ さらに､ この S の海上犯罪である覚せい剤所持の
事実と陸上犯罪である被告人からの同覚せい剤譲受事実とが上記海上保安
庁犯罪捜査規範の ｢始まり若しくは及んだ｣ 関係に立つことは明らかとい
うべきであるとしながらも､ これに対向する被告人の S に対する譲渡事
実が同列に解し得るか否かは疑問なしとしない､ とする｡ この論旨には妥
当性に疑問があるように思われる｡ すなわち､ S の覚せい剤所持と被告人
の Sへの覚せい剤譲渡は対向犯の関係にあり､ Sの覚せい剤所持という海
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上犯罪は､ 被告人の陸上での覚せい剤所持に基づいた覚せい剤の譲渡被疑
事実が前提となっているのであり､ このような関係は､ まさに海上に ｢及
















する｡ しかしながら､ 捜査機関の間で､ その捜査対象・捜査権限の範囲が
重なり合うことは不合理なことではない39｡ 警察官と海上保安官とでは､
司法警察職員としての資格要件につき､ 法的な意味においては何ら優劣が




は海上への密航 (犯罪者の逃亡)・密輸 (武器・薬物) 等を意識せざるを
得ず､ このことからも､ 犯罪が海上から陸上へ及び得ることまたはその逆
175 ( 22 )
を常に想定すべき状況にあるといえよう｡











ある S が逮捕されているのであるから､ その譲渡者である被告人が S の
逮捕事実を知り､ 直ちに逃亡または罪証隠滅に走ることも考えられ､ 被告






の S に対する譲渡については､ 対向犯の関係にある被疑者を逮捕し取り
調べた海上保安官の捜査権が捜査の一貫性の観点からみても認められるべ
き事犯であり､ S に対する被告人の譲渡の被疑事実につき､ S の供述を得
た段階で海上保安官が捜査を打ち切ることにすべき合理的理由は存在しな
いといえよう｡ なお､ 被告人の､ ホテルに隠匿していた覚せい剤所持につ
いては､ 判決の結論は正当である｡
このように考えると､ 警察と海上保安庁のどちらが事件を担当するかは､
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両者の (事前・事後の) 協議によって確定すれば良いことであり､ 重要な






るが､ 少なくとも被告人の S に対する覚せい剤譲渡事実に海上保安官に
捜査権限がないとする点については疑問の余地があり､ 再考されるべきで
あると思われる｡
2 . ｢海上における犯罪｣ の意義
海上保安庁犯罪捜査規範 2 条 9 号において､ ｢海上犯罪とは､ 海上にお
いて行われ､ 若しくは始まり､ 又は海上に及んだ犯罪をいう｣ と規定する｡
この ｢海上における｣ という意味については､ ｢犯罪の構成要件の一部が
海上にあるという意味で､ 捜査 (逮捕) 活動が海上に限られるという意味
ではない｡ 海上犯罪に関しては､ 海上保安庁は陸上で職権を行使し得るの
であり､ 言い換えれば､ 海上保安庁の土地管轄は陸上に及ぶ｡｣ と解され
ている40｡ ｢海上犯罪｣ の意義については､ 前記千葉地裁八日市場支部判決
及び学説では､ 事物管轄の問題として､ 実体法的に捉えて､ 犯罪構成要件
的 ｢行為､ 中間現象､ 結果の場所が犯罪の場所であると解されているから










も､ 水上警察といった職務を担当する場合が存在するが､ 警察官は､ 通常､
海上における法執行の訓練を受けておらず､ 海上における法令､ 慣行､ 船
舶の航行等については殆ど知識を有しておらず､ 他方で､ 海上保安官は､
その勤務内容が､ 法令の海上における励行など海上での勤務であることか








庁法 1 条が､ 海上保安庁の職責として､ ｢海上において…捜査｣ するこ
とを規定しつつも､ その 2 条 1 項においては､ ｢海上における犯罪の予防
及び鎮圧､ 海上における犯人の捜査及び逮捕｣ のみを規定して､ ｢海上に




う｡ すなわち､ 庁法 2条 1項を文言どおり解釈すれば､ 海上における犯罪
の予防と鎮圧､ 海上における犯人の捜査と逮捕しかできないこととなり､
海上における犯人の捜査､ 逮捕以外の捜査は許容されないこととなる｡ こ
れでは､ 31 条において､ 海上保安官に司法警察職員として犯罪捜査の権
限を認めた趣旨に反することになってしまう｡ したがって､ 庁法 2条 1項
特別司法警察職員の権限行使 (上) 172( 25 )
が ｢海上における犯罪の予防及び鎮圧｣ と並んで ｢海上における犯人の捜
査及び逮捕｣ と規定している趣旨は､ 1 条を踏まえて､ 海上保安官は ｢海
上における犯罪｣ について全ての捜査を行うことができるということを意
味しており､ このことを受けて 31 条は､ 海上保安官に海上における犯罪
捜査について司法警察職員としての資格を付与したものであると解するべ
きである42｡
このように解することにより､ 前記海上保安庁犯罪捜査規範 2条 9号が､
｢海上犯罪とは､ 海上において行われ､ 若しくは始まり､ 又は海上に及ん
だ犯罪をいう｡｣ と規定する意味を､ 海上における犯人の逮捕は､ 海上に
及んだ犯罪であり､ 庁法にいう ｢海上における犯罪｣ として理解すること
が可能となる｡
また､ このような庁法の解釈を前提とすると､ 前記海上保安庁組織規則
18 条 3 号が､ 警備救難部刑事課の事務として､ ｢海上における犯罪の捜査
及びこれに係る犯人又は被疑者の逮捕並びに犯人又は被疑者の海上におけ
る逮捕に関すること (国際刑事課及び警備課の所掌に属するものを除く｡)｡｣









なお､ 海上保安庁組織規則 18 条 3 号は､ ｢海上における犯罪｣ と ｢海上
における逮捕｣ とを区別しているが､ これについては､ 海上における犯罪
の捜査一般をこのように使い分けていると解すればよいと思われる｡








業務の的確な実施を図ることを目的として､ 第 180 回通常国会において､
海上保安庁法及び領海等における外国船舶の航行に関する法律の一部を改







の整理 (庁法 2 条､ 5 条)､ ②質問権の対象範囲の拡大 (庁法 17 条)､ ③
遠方離島における海上保安官による犯罪の対処 (庁法 28 条の 2) につい
て､ 新たな文言・規定が追加された｡
 海上保安庁の任務・所掌事務規定の整理
庁法では､ 2 条において海上保安庁の任務を､ 5 条において具体的な所
掌事務を規定している｡ 従来の 2 条 1 項の規定は､ ｢海上保安庁は､ 法令
の海上における励行､ 海難救助､ 海洋汚染等の防止､ 海上における犯罪の
予防及び鎮圧､ 海上における犯人の捜査及び逮捕､ 海上における船舶交通





の必要性から､ 本改正により､ 上記 ｢海洋汚染等の防止｣ の次に ｢海上に
おける船舶の航行の秩序の維持｣ という新たな任務が規定された｡ また､
改正前の 5 条の規定は､ ｢海上保安庁は､ 第 2 条第 1 項の任務を達成する
ため､ 次に掲げる事務をつかさどる｡｣ として､ 1 号から 29 号にわたって､
具体的な所掌事務を列挙していたが､ 本改正により､ 12 号に ｢海上にお





これまでの庁法 17 条 (1 項) の規定では､ 海上保安官がその職務を行
うために必要な質問をすることができる対象者は､ 船舶の直接の関係者で










169 ( 28 )
の対象者として規定されることとなった45｡
 遠方離島における海上保安官による犯罪の対処





ができる｡｣ と規定し､ その 2項において､ ｢警察官職務執行法第 2条､ 第
5 条並びに第 6条第 1項､ 第 3 項及び第 4項の規定は､ 前項の規定による
海上保安官及び海上保安官補の職務執行について準用する｡｣ と規定され
た｡ また､ 28 条の 2を受けて､ 31 条 2 項として､ ｢海上保安官及び海上保










対応していた｡ しかしながら､ そのような方法では､ 当該外国人と思われ
る者が逃亡してしまう等､ 迅速かつ適切な対応ができないおそれが高い状
況にあった47｡
そのため､ 本改正により､ 28 条の 2 に基づいて､ 海上保安庁が遠方離
島における犯罪に対し､ 速やか且つ適切に対応することを可能とするため
特別司法警察職員の権限行使 (上) 168( 29 )
に､ 警察官が速やかに対処することが困難な一定の遠方離島において､ 警
察官の到着を待つことなく海上保安官が犯罪に対処することができること
となった｡ さらに､ 新たに 31 条 2 項に基づいて､ その際に行使する行政
警察権限に関しては､ 警察官職務執行法 (以下､ ｢警職法｣ という｡) 2 条､
5 条及び 6条 (2 項を除く｡) の規定を準用することとし､ 司法警察活動に
関しては､ 刑事訴訟法の規定による司法警察職員として職務を行うことと
された｡
このように､ 本改正により､ 海上保安官は､ 陸上 (マリーナや岸壁等)
において､ 船舶の ｢乗組員及び旅客｣ のみならず､ 船舶の運航支配者のほ
か､ 犯罪・不法行為の関与者等､ 海上保安庁の任務たる海上の安全及び治
安の確保を図るため重要と認める事項について知っていると認められる者
に対しても､ 質問権を行使することが可能となり､ さらに､ 遠方離島の犯
罪に対処することもでき､ 遠方離島においては､ 海上保安官の職務執行に
ついて警職法 2条等の準用が明確となった｡ これにより､ 海上保安官の執





 庁法 17 条と職務質問・所持品検査




を行った場合､ また､ 当初の目的は､ 必ずしも海上犯罪の予防目的ではな






る｡ したがって､ それぞれ別個に行使することが可能である｡ 実際に､ 船
舶に立ち入らずに (立入検査権を行使せず) 海技免状等の書類のみを提出
させる行為 (見せてもらう行為) を行っている場合48や立入検査は行って









警察官については､ 警職法 2条 1項により､ 職務質問が認められている
が､ 海上保安官については､ 本改正においても､ 庁法 28 条の 2 第 2 項に
おいて､ 遠方離島における犯罪の対処について､ 警職法 2条等の準用を明





改正前の庁法 17 条は､ 質問の対象者が船舶の ｢乗組員及び旅客｣ に限
定されており､ その他の者に対して､ あるいは陸上で行う質問権について
特別司法警察職員の権限行使 (上) 166( 31 )
は明文規定が存在していなかった｡
この点､ 本改正により､ 庁法 17 条に基づいて､ 海上保安官は､ 陸上









庁法 2 条52及び 5 条53により､ ｢海上の安全及び治安の確保を図るため重要
と認める事項について知っていると認められる者｣ には､ ｢海上犯罪・不
法行為の関与者｣ 及び ｢海上犯罪・不法行為につき知っていると認められ
る者｣ が含まれると解することができるため､ そのような者に対して､ 海
上保安官は質問権を行使することが可能となったと解し得る｡
ただ､ 改正後の庁法 17 条に基づいて職務質問を行い得ると解したとし







容している場合54があるが､ 庁法 17 条を職務質問の根拠とする限り､ そ
の判例法理を用いることは困難であるといえよう｡ そうすると､ 再三の説
得を尽くした後､ 頑強に所持品検査を拒む者に対しては､ 所持品検査はで
165 ( 32 )
きないということになってしまうおそれがあるといえる｡
結論としては､ やはり､ 庁法 17 条のみで職務質問に伴う所持品検査を
可能とするには限界があるといえ､ 庁法 17 条による場合にも所持品検査
を可能とすることを検討するべきであろうと思われる｡
また､ けん銃の密輸事犯が疑われる場合でいえば､ 銃砲刀剣類所持等取





る｡｣ として､ 提示・開示請求権を認めている｡ この規定も警察官の行う
権限についての規定であり､ 海上保安官の規定ではない｡ しかしながら､














るのは､ およそ合理性を欠き､ 少なくとも当該範囲での捜検 (一種の所持
特別司法警察職員の権限行使 (上) 164( 33 )
品検査) は許容されるべきでるといえる｡









は､ いわゆる国境ではないが､ アメリカ海兵隊基地周辺海域として､ 我が
国の法律の適用が制限される区域であり､ 外国の主権が及んでいる区域で








ける合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う刑事特別法｣ (昭和 27 年
法律第 138 号｡ 以下､ ｢刑特法｣ という｡) 2 条57に違反する行為を防止す
るために行われている｡ 仮に､ これに違反する行為が海上で行われた場合
には､ 海上犯罪となり､ 海上保安官の捜査権限に基づいて捜査が行われる｡
海上保安官は､ この警備活動において､ 制限区域内への入域､ すなわち､
刑特法 2条に違反する行為を防止するために､ 海上において､ 制限区域に




しかしながら､ 刑特法 2条違反行為は犯罪行為であり､ それが海上で行










る｡ 陸上においては､ 制限区域に接近してくる者は､ 徒歩､ 駆け足､ 自転







がって､ 陸上における場合以上に､ 距離的に余裕をもって､ 制限区域の手
前で当該海域における船舶の航行・接近を制限せざるを得ないといえる｡
なお､ 現実には､ 船舶によって制限区域に接近する者に対しては､ 予め
制限区域であることを告知し､ それでも接近してくる者・船舶に対しては
それ以上接近しないように警告を行うが､ 必ずしもそれに従わず､ 結果と
特別司法警察職員の権限行使 (上) 162( 35 )























われ､ また完結するものではない｡ 法律上は､ 海上保安官の捜査権限につ
いて､ ｢海上犯罪｣ に限定されているが､ ｢犯罪｣ の実態は､ 法律上の定義











は､ 他の特別司法警察職員とは異なり､ 犯罪の類型 (特別な事項) によっ
て限定されている訳ではない｡ あくまで､ 当該犯罪が ｢海上における｣ も
のであるか否かによるものである｡ しかも､ ｢海上における｣ という意義





いことであろう59｡ また､ 捜査の引継ぎといっても､ 捜査の中断による支
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となった｡
37 昭和 36 年海上保安庁訓令 24 号｡
38 判例タイムズ 569 号 90 頁における本件匿名解説参照｡
39 警察にも､ 水上警察を担当する部署・警察署が存在している｡
40 海上警備研究会編 『逐条解説海上保安庁犯罪捜査規範 二訂版』 (東京法令出版､
2006 年) 4 頁｡
41 河上和雄 ｢海上保安官の捜査権限｣ 判例タイムズ 570 号 12 頁｡
42 河上・前掲注 41) 14 頁｡
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43 本稿においては､ 特に海上保安庁法の改正について検討を行う｡ なお､ 本改正
については､ 鈴木健司 ｢海上保安庁法及び領海等における外国船舶の航行に関
する法律の一部を改正する法律について｣ 捜査研究 741 号 10 頁参照｡
44 ちなみに､ 16 号 (改正前 14 号) には､ ｢海上における犯人の捜査及び逮捕に
関すること｣ が規定されている｡
45 鈴木・前掲注 43) 14 頁｡ なお､ 庁法 17 条 1 項 (改正後) は､ ｢海上保安官は､
その職務を行うため必要があるときは､ 船長又は船長に代わって船舶を指揮す
るものに対し､ 法令により船舶に備え置くべき書類の提出を命じ､ 船舶の同一





行うために必要な質問をすることができる｡｣ (下線筆者｡ なお､ 下線箇所は改
正箇所｡) と規定する｡
46 海上保安庁長官及び警察庁長官が告示する離島については､ ｢海上保安庁長官
及び警察庁長官が告示する離島を定める告示 (平成 24 年警察庁海上保安庁告
示第 1号)｣ (平成 24 年 9 月 14 日) 及び ｢海上保安庁長官及び警察庁長官が告
示する離島を定める告示の一部を改正する告示 (平成 29 年警察庁海上保安庁
告示第 1号)｣ (平成 29 年 6 月 30 日) 参照｡
47 鈴木・前掲注 43) 15 頁｡
48 例えば､ 漂泊中の船舶に巡視船艇が近づき､ 船舶内に立ち入らずに免状等をタ




いといえよう｡ 要するに､ 立入検査の際でなければ､ 他の権限を行使すること
ができないとか､ ある権限を行使したら､ その他の権限も必ず行使しなければ
ならないなどという関係にはないということである｡
50 なお､ 海上保安官の武器の使用については､ 庁法 20 条 1 項において､ ｢海上保
安官及び海上保安官補の武器の使用については､ 警察官職務執行法 (昭和 23
年法律第 136 号) 第 7 条の規定を準用する｡｣ と規定されている｡
51 鈴木・前掲注 43) 14 頁は､ ｢犯罪・不法行為の関与者等､ 当庁の任務である海
上の安全及び治安の確保を図るため重要と認める事項について知っていると認
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められる者についても､｣ 質問の対象者となり得る旨､ 説明しており､ 本稿に
おいてもそのように記述しているが､ 条文の文言上は ｢海上の安全及び治安の
確保を図るため重要と認める事項について知っていると認められる者｣ としか
規定されていない｡ しかしながら､ ｢犯罪・不法行為の関与者等｣ が含まれる
と解し得るのであれば､ 警職法 2条の準用規定は不要であると思われ､ 本改正




52 海上保安庁の任務につき､ ｢海上における犯罪の予防及び鎮圧｣ を規定してい
る｡
53 庁法 5条 15 号において､ 海上保安庁の所掌事務につき､ ｢海上における犯罪の
予防及び鎮圧に関すること｣ を規定している｡
54 東京高判昭和 47 年 11 月 30 日高刑集 25 巻 6 号 882 頁 (厚木事件)､ 最 (三小)
判昭和 53 年 6 月 20 日刑集 32 巻 4 号 670 頁 (米子銀行強盗事件)
55 けん銃関連の犯罪捜査においては､ 例えば､ 密売の対象たるけん銃が凶器とな
ることも十分に考えらる｡
56 また､ 規制薬物等の密輸事犯の疑われる者に対しては､ 庁法 15 条の ｢当該官
吏｣ として､ 関税法 120 条の励行に関する事務を行う場合には､ 当該法令の励
行の範囲に限り､ 税関官吏と同様の権限を行使できるため､ 規制薬物等を身辺
に隠していると認められる者に対して､ 当該物件の開示を求めることができる｡




する｡ 但し刑法 (明治四十年法律第四十五号) に正条がある場合には､ 同法に
よる｡｣ と規定する｡
58 海上保安官による､ 刑特法違反に基づく検挙・身柄拘束の事実については､ そ
の報道もなく､ 勿論海上保安庁の統計上も記録は存在しない (2018 年 8 月 10
日現在)｡
59 勿論､ その場合でも法廷手続の履践は必須であり､ 非処分者の権利には慎重に
対応すべきであり､ 不当な不利益を課すことのないように配慮しなければなら
ない｡
60 なお､ 海上における犯罪の捜査を効率的に行う見地から､ ｢警察庁と海上保安
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庁との犯罪捜査に関する協定 (昭和 46 年 8 月 20 日警察庁長官､ 海上保安庁長
官)｣ が締結されており､ これにより､ 警察官と海上保安官との間で相互協力
と捜査の調整が図られている｡
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